〔 要 求 〕

	５．女性労働者の労働条件の改善について

（１）労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間(多胎14週間)、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく１日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。
③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度を確実なものとすること。
⑥　労働法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。
（２）「女性職員の採用・登用の拡大のための指針」を策定または拡充し、年次計画・数値目標を含む採用・登用等の改善にむけた計画の策定を行うこと。


〔 解 説 〕

（１）産前８週（多胎14週）、産後13週の制度化と代替職員の確保

①　労働基準法第65条では、産前６週間（1998年４月：多胎14週間）、産後については８週間（強制６週間）の休暇が認められています。

産前休暇については、出産する女性の請求によって開始される休暇であり、本人が請求すれば必ず休暇を与えなければなりません。

産後休暇は、出産翌日から数えて８週の休暇が定められていますが、このうち６週については強制的な休暇であり、使用者が就業を命令できないことはもちろん、出産した本人からも就業を申し出ることはできません。６週間以降は本人が請求し医師が健康に支障がないと認めた業務につくことはできます。本人が請求しないのに、使用者から就業を命じられないことは言うまでもありません。

②　産後休暇だけが強制休暇になっているのは、産前の休養の必要度には個人差があるが、産後の母体回復は（妊娠４月以上の死産、流産も含めて）、すべての女性に必要だからです。しかし、産前の無理な労働が妊娠中毒症や早産の原因になることから産前休暇については８週間を求め、また本人が遠慮して休暇を申し出ることができないことのないような、労働組合の取り組み強化が求められています。

③　また産後13週については、実際に育児にかかわる女性から、「子どもの首がすわるまでは最低13週が必要」との要望が強く、連合・自治労中央本部の要求項目にもなっています。

（２）98年４月より改正均等法第22・23条の妊娠中及び出産後の女性労働者の健康管理に係る措置が事業主の義務規定になりました。母子保健法第10条や第13条に規定する※保健指導及び健康診査を受けるために勤務をしないことを認めることができる回数は次のとおりです。条例・規則を点検して制度化をすすめましょう。また、通達では「歯科検診、母親学級等への参加をできるだけ認めるように」となっています。妊産婦の健康管理の面から、通院休暇に初回検診や歯科検診・母親学級への参加も認められるようにしておきましょう。

	　参　考

ア．産前　・妊娠初期より妊娠23週（６ヵ月末）までは、４週間に１回

・妊娠24週（７ヵ月）～35週（９ヵ月末）まで、２週間に１回

・妊娠36週（10ヵ月）～出産まで、１週間に１回

　ただし医師・助産婦がこれと異なる指示をした時は、その指示による。

イ．産後　１年以内医師、助産婦が指示するところによる必要な時間

ウ．労働省から「妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置」に関する通達（指針）が出されています。母親等・両親学級での保健指導、歯科検診及び保健指導についても出来る限り受けることができる様に配慮することが望ましい、となっている。

※保健指導及び健康診査～このための必要な時間や回数の確保が事業所に求められています。これは病院への往復の時間や待ち時間も含まれます


（３）妊娠障害休暇にかかる様々な体調不良（つわり等）を最低14日として制度化すること。また、運用の自由を認めること。

妊娠は、妊娠中毒症や妊娠貧血症または切迫流産の恐れで絶対安静が必要な場合と異なり、病気ではないことから病気休暇とは別に設ける必要があります。

妊娠障害は個人差が大きく、ほとんど業務に影響しない人がいる一方、長期にわたり業務遂行ばかりでなく日常生活にも支障をきたす人がいます。このようなことから、本人の申請があった場合には、できる限りの休暇を取得できるよう制度化に取り組みます。

（４）通勤帯の交通機関の混雑の状況によっては、通勤時の苦痛が、つわりの悪化、流早産等につながる恐れがあることから、時差出勤、勤務時間の短縮を求めます。

必ずしも医師等の指示を要しないこととし、また交通機関とは電車、バス等の公共交通機関の他、自家用車も含まれます。勤務軽減の観点から全妊婦に適用すべきです。労基法第65条では妊婦の請求によって、他の軽易な業務への転換をはからなければならないとしています。軽易作業への転換が必要になった時にスムーズに移行できるよう、あらかじめどのような仕事に移行可能かリストアップしておくとよいでしょう。

（５）妊娠初期は流産を避けるため、妊娠後期では異常発生の危険性が高まるため、長時間の立ち作業や座業、緊張の高い作業などは労働の負担の軽減が必要になります。また妊娠中はバランスのある食生活が必要となり、休憩時間の延長や補食時間の確保が欠かせないものです。

妊産婦の症状や環境などを考慮した休憩時間の延長、回数の増加、適切な場所（寝床があること、横になれること）の確保など休憩の取り方については、具体的な措置を進めましょう。さらに、休養設備などハード面は、安全衛生委員会等で点検し、整備・拡充しておきましょう。

（６）妊産婦が請求した場合にあっては、「時間外協定に関わらず時間外労働または休日に労働させてはならない」との労基法上の強制規定になっています。妊産婦とは出産１年以内の女性労働者のことです。

深夜業についても労基法同条３項で、妊産婦が請求した場合には、深夜業に従事させてはならないという強行規定になっています。なお、変形労働時間制についても同様です。

労基法を遵守させるとともに、本人が請求しにくい場合もあるので、妊産婦の時間外労働等は禁止するよう労使で確認しておきましょう。
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